
EN
VIRO

N
M

EN
TA

L REPO
RT8 9ENVIRONMENTAL REPORT 2003ENVIRONMENTAL REPORT 2003 ENVIRONMENTAL REPORT 2003

「食」の“安全・安心”を確保することも 
ニチレイグループの重要な責務です。 

―――執行役員 品質保証部長  山本宏樹 
日本国内でのBSE　　　　発生、香料メーカーによる法定外添加物などの使用、中国産冷凍野

菜の農薬残留などに伴い、食品の安全性に対する生活者の関心はますます高くなっています。さ

らに一部食品企業による偽装表示、虚偽申告といった問題も食品産業の安全管理への不信につ

ながっています。ニチレイグループは、これまでも食品の安全性・品質向上に取り組んできました

が、昨年、中国産冷凍ほうれんそうなどの自主回収に至った事態を真摯に受け止め、さらなる食

品安全性の確保と信頼回復に万全を期しています。 

ニチレイグループ全体をカバーする 
新たな品質保証体制を構築 
 

特集 

品質保証の現状 

環境マネジメント 
ニチレイグループでは環境経営の実現に向けて、環境保全活動の推

進体制を構築しています。次ページより、その詳細内容および

2002年度における改善内容や成果などについてご報告します。 

ニチレイグループは従来からの品質管理体制に加えて、

2001年に社長を委員長とする「品質保証委員会」を新たに

設置し、品質保証のさらなる強化に取り組んでいます。現在は、

設備・機械・検査機器などのハードウェアの整備、作業標準・工

程管理基準などのソフトウェアの充実、従業員の教育やルール

遵守などのマインドの徹底を推進するとともに、ISO　　　　、

HACCP　　　　、GMP　　　　といったグローバルスタン

ダードに準拠した品質保証システムを導入し、より高い安全性・

品質の確保に取り組んでいます。さらに原材料や賞味期限、遺

伝子組換えの有無、アレルゲンなどの適正な表示を法律に則

して実施するとともに、トレーサビリティー　　　　の確立も

目指しています。 

新たに「食品安全センター」を設置し 
食品の安全に関する情報収集と検査能力を強化 
 食品の安全性を確保するためには、これまでの生産工程での
徹底した品質管理のみならず、「遺伝子組換え表示」「アレル

ギー表示」などにも対応する科学的な情報収集と分析・管理

能力が不可欠です。そこでニチレイグループでは品質保証部

の検査部門を「食品安全センター」に改組して、機能を大幅に

拡充・強化しました。同時に設置した「食品安全センター中国

分室」とともに、国内外の原材料・製品の安全確保に必要な検

査・管理・指導などを推進しています。 

 

食品安全センター 
中国分室の検査風景 

ニチレイグループの品質保証体制 

品質保証委員会 

ニチレイの品質保証全体の 
枠組みや方向性を審議し、全体を統括 
 

お客様 

食品工場 
ISO、HACCP、GMPの推進 

 

研究開発部 品質保証部 

事前評価 

生産指導  

開発指導  

品質管理  
温度管理  

ご意見、苦情 
 

情報フィードバック 
 

情報 
フィード 
バック 
 

品質管理・検査 

工場監査指導、検査指導 

表示確認  

商品部 
お客様相談センター 

製造 原材料 流通 

　　　　　　　　　　 経営企画部 
環境保全・ISO推進グループ 

 
 

ニチレイグループでは、輸入冷凍野菜についての残留農薬の安全性
を強化するために、「農薬使用に関する契約締結」「先行サンプル検査」
「トレースバックシステム　　　　」などをベースとした管理体制を
構築しています。中国で調達する冷凍野菜については、中国国内の契
約各社を通じて、生産農家に対する指導（地域別、農産物別に使用可
能な農薬、使用方法など）を徹底しました。そのことにより、現地では「農
業」に対する考え方が大きく変わりつつあります。さらに今後、その運
営方法そのものも変えたいと考えています。また製品は輸入する前
にサンプルを日本で検査し、その安全性が確認できたものを輸入して
いるほか、製品にトレースバック記号を付加し、問題が発生した場合に
も、スピーディーに産地、耕作地、生産者などを追跡できる仕組みを確
立しています。 

中国産の冷凍野菜に対する 
残留農薬管理体制を確立 
 

上記の記号と工場の管理資料から、
この商品に使用されたほうれんそうは、
煙台北海食品の高格庄農場で収
穫され、工場に納入されたものであ
ることがわかります。 

環境目的・目標および実績概要 p10

環境マネジメントシステム p12

ISO14001認証取得状況 p13

環境監査 p14

教育・育成 p15

環境会計 p16

環境法規管理 p18

1999年に定めた環境方針に従って策定した2010年度末ま
での長期到達目標および2003年度までの中期目標と進捗状
況をご報告します。 

環境経営の実現に向けて、また環境保全活動を推進していくた
めに、構築・運営している推進体制についてご報告します。 

環境マネジメントシステムの国際規格 ISO14001に関しては、
環境負荷の比較的高い食品工場を優先して認証取得に取り組
んでおり、その取得状況についてご報告します。 

環境マネジメントシステムの運用状況、環境法規の遵守状況の
チェック体制とその結果についてご報告します。 

環境保全活動をより有効なものとするために、経営者をはじめ、
新入社員や環境保全活動の主要実務スタッフなど、あらゆる層
に応じた環境教育・人材育成の実施状況についてご報告します。 

環境保全活動のために要したコスト（投資・費用）、活動から生
まれた経済的効果について、その結果をご報告します。 

企業活動に関連する環境法規のうち、2002年度に改正または
新たに施行された主要法規について、その概要と対応状況につ
いてご報告します。 

トレースバック記号の表示例 

用語解説 用語解説 

用語解説 

用語解説 

用語解説 

社長を委員長とする諮問委員会 

2004.9.23／GH

23C013SJ

賞味期限 

トレースバック記号 

生産工場コード 

用語解説 



環境方針 
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目的（2010年度末） 環境方針 目標（2003年度末） 2002年度実績 2003年度末目標 
に対する状況 

環境負荷の低減 

環境マネジメント 
システム構築 

環境法規遵守 

環境マネジメント 

環境目的・目標および実績概要 
ニチレイグループでは、1999年に定めた環境方針に従い、2010年度末までの長期到達目標である 
環境目的と行動指針、2003年度までの中期目標を2000年8月に策定し、取り組んでいます。 

①廃棄物削減と再資源化 
廃棄物の最終処分量　　　　を1999年度比、70％削減 
　　　　　　　　　● 発生量の抑制および再利用、減量化、リサイクルの推進 

● 最終処分量を1999年度比 30%削減  
（食品事業：40％、低温物流事業：10％） 

● 生産トン当たりのCO2排出量（電力・燃料由来） 
　を1999年度比 8%削減 （食品事業） 

● 物流における排出実態把握 

● 環境低負荷商品販売 
● 購買ガイドライン検討、策定 
● LCA 　　　　活用検討 

● 低温物流事業で使用する焼却炉（23基）を停止 
　（2001年度上期）。 
● 食品事業についても停止検討、計画策定 

● PCB 　　　　の適正保管、管理徹底 
● 処理計画検討 

● オゾン層 　　　　破壊の可能性の低い冷却 
　システム検討 
● 廃棄時フロンの適正処理徹底 

● グリーン購入ガイドラインの充実および啓蒙活動 
● 廃棄物削減・リサイクル、省エネルギーに関する 
　啓蒙活動 

● 新たに5食品工場でのISO14001認証取得 
　を行い、取得工場を 8工場とする。 
※そのうち1カ所は同一敷地内の低温物流関連事業所と 
　 同時取得 

● 主要食品工場（原則年間生産3,000トン以上） 
　での環境マネジメントシステム構築と 
　認証取得計画検討 

● 社内監査時のチェック実施 

● 法改正、新規法規制情報に関する 
　コミュニケーション強化 

● 1999年度実績に対する削減率 29.3%
（食品事業：40.5％、低温物流事業：6.5％） 

達成率 

98% 
 

達成率 

124% 
 

─ 

─ 

─ 

─ 

─ 

─ 

─ 

─ 

─ 

達成率 

87.5% 
 

● 1999年度実績に対する削減率 9.9%
＜CO2排出量/生産トン＞ 
400kg-ＣＯ2/トン（1999年度：444ｋｇ-CO2/トン） 

● 対象範囲、集計方法などについての検討を継続実施 

● 容器包装の軽量化活動を継続実施  

● 停止中の焼却炉（23基）の撤去を実施 
● 食品事業で使用する焼却炉3基のうち2基を停止および撤去   
　 残りの1基についても2003年度中の停止および撤去を決定 
 

● 台帳を基に保管状況を各事業所で自己チェック 
　（毎年度末実施） 
● 社内監査実施時に保管状況のチェック実施 

● 既存設備でそのまま使用でき、オゾン層破壊の 
　可能性の低い冷媒の共同開発を実施し、特許を出願中 
● アンモニア冷媒を使用した新規設備の検証を継続実施 

● ガイドラインの適用事業所をニチレイ単体から 
　グループ全体に拡大 

● 2食品工場で新規に認証取得（8工場中7工場での 
　取得を完了）   
● 残りの１工場については2003年度中に認証取得予定 

● 環境保全委員会事務局が6食品工場の構築・ 
　運用状況を確認 
● 主要スタッフによる勉強会実施 

● 社内監査実施時に主要法規に関するチェックを実施 

● 法規制情報の収集を継続実施し、環境保全推進責任 
　者会議、データベースなどで共有化 

行動指針 

②地球温暖化防止（CO2排出量削減） 
地球温暖化防止のため、CO2排出量を削減 
食品事業について、生産トン当たりのCO2排出量（電力、燃料由来）を1999年度比、15％削減 
　　　　　　　　　● 工程改善、システム改善、管理強化などによる効率化 
　　　　　　　　　● 温暖化への影響の小さい燃料への転換 
　　　　　　　　　● 高効率設備、コジェネレーションシステム 　　　　導入の推進 

行動指針 

③環境に配慮した商品の提供 
　　　　　　　　　● 省資源、廃棄物削減、リサイクル、安全などに配慮した商品の開発 
　　　　　　　　　● 環境へ配慮した安全性の高い原材料の生産、調達 
行動指針 

④環境への影響の大きい化学物質への適切な対応 
　　　　　　　　　● 適正管理、必要であれば迅速処理を行い、環境への影響を最小限に抑制 行動指針 

⑤本社・支社オフィスにおける環境保全への取り組み 
　　　　　　　　　● 循環型社会形成への一助としてグリーン購入 　　　　を推進 
　　　　　　　　　● 省資源、省エネルギー、廃棄物削減・リサイクル活動の推進 
行動指針 

⑥各事業所での環境マネジメントシステムの構築 
各事業所の個別重要課題に的確に対応し、継続的改善を推進 
　　　　　　　　　● 環境マネジメントシステムの国際規格であるISO14001　　　　認証取得、 
　　　　　　　　　   または準拠したシステムの構築 
行動指針 

⑦環境法規遵守 
遵法性を常に確認するとともに新規法規制等にも迅速に対応 
　　　　　　　　　● 監査、自己チェック等により、遵法性を定期的にチェック 
　　　　　　　　　● 法改正、新規法規制情報を確実に入手し、迅速に対応 
行動指針 

関連記事 
掲載ページ 

p20～p21

p22～p23

p22～p23

p24～p25

p14
p26

p26

p23

p27

p13

p13
p14

p14

p18

用語解説 

用語解説 

用語解説 

用語解説 

用語解説 

用語解説 

用語解説 




